










明らかにするために予防教育プログラムの開発と効果評価を行うこととした。   
Ⅰ．援助希求行動を指標とした予防教育の縦断的効果評価（１年後評価） 
目的：2012 年春に教育を実施した効果が残っているかを検証する  
方法：大学 1-3 年生が１年後の 2-4 年生になるまでに、悩みを抱えた際に専門家への相談
割合を比較した。  
結果：2012 年の大学 1-3 年生の 964 名を対象とした。過去一年に悩みがあった学生は 536
名（56%）であり、そのうち誰かに相談した割合は 2012 年では 16.3％、2013 年は 19.7％
と上昇した（p<0.01）。その者たちの ASPH の得点変化をみると、介入前に 31.0 点が介入直









ASPH で測定した。介入前後の平均得点を属性ごとに比較した。  
結果：プログラムの効果を一年次の結果から比較した。 2012 年は 341 名、2013 年は 343
名であった。介入後、ASPH の得点は 3.8 点（A）、3.1 点（B）とどちらも平均得点の上昇が
有意に見られた(p<0.001)。教育プログラム A は男性 3.1 点よりも女性 4.1 点と女性に効果
が大きかった。男性のみに限ると、 A よりも B の効果が高かった。また悩みを有する者に
限れば ASPH 得点は A (3.92)の方が B (3.47)より効果が高かった(p<0.001) 
考察：カウンセラー等の専門家の紹介は援助希求行動を増進させた。性別では女性は男性
よりも効果が大きいが、より客観的なデータを示す B は、男性に効果を示す可能性がある。  
Ⅲ．卒業生のメンタルヘルス状態の把握と予防法の開発  
目的：昨年度行った予防教育の効果評価と卒業生の予防教育の開発を目的として、卒業生
にインタビューを行った。 
方法：インタビュー内容は、卒業後～その時点に至るまでの変化として、ストレッサーの
内容、その対処方法、必要な相談資源、精神健康度、援助希求行動の有無とし、半構造化
インタビューから質的分析によってカテゴリー抽出を行った。 
結果と考察：対象者は卒後１年目４名、卒後２年目２名となった。インタビューの結果抽
出された中心的なカテゴリーは、【休日も仕事にとらわれ心身とも疲労している】であった。 
考察：仕事と日常生活との境界形成がうまく機能していない可能性があり、今後仕事と日
常生活の境界をイメージし活用できる予防教育を開発する必要性が示唆された。  
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